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    平成１平成１平成１平成１６６６６年３月期年３月期年３月期年３月期    決算短信（非連結決算短信（非連結決算短信（非連結決算短信（非連結））））                               平 成１６年 ５ 月２１日 
 
  上 場 会 社                               宮 越 商 事 株 式 会 社宮 越 商 事 株 式 会 社宮 越 商 事 株 式 会 社宮 越 商 事 株 式 会 社   
  コ ー ド 番 号        ６７６６                        上 場 取 引 所      東・大     
(URL http://www.miyakoshi-corp.com)                  本社所在都道府県    東京都     
代   表   者  役職名 代表取締役会長兼社長 氏名 宮 越 邦 正  
  問合せ先責任者 役職名  取締役管理本部長   氏名 板 倉 啓 太   T E L ( 0 3 ) 5 4 9 3 - 8 1 1 1 
                                      
                        決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成１６年 ５ 月２１日     中間配当制度の有無      有 
                        定 時 株 主 総 会 開 催 日  平成１６年 ６ 月２９日     単元株制度採用の有無   有（１単元1,000株）  
 
１．１６年３月期の業績１．１６年３月期の業績１．１６年３月期の業績１．１６年３月期の業績（平成１５年  ４月  １日～平成１６年  ３月  ３１日） 
 
 （１）経 営 成 績                （百万円未満切捨て）       
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

             百万円           ％ 
  ２４，６８６     (     ５.１) 
  ２３，４８１    （    ４.６） 

           百万円            ％ 
     ５１７       (    ７.５) 
   ４８１      （△ １０.０） 

          百万円          ％ 
     ３６２        (  １３.８) 
     ３１８     （  ４０.３） 

 
 

当 期 純 利 益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

          百万円          ％ 
     ４３１    （   － ） 
△     ４０    （    － ） 

     円   銭 
   １１  ７３ 
△   １  １１ 

     円   銭 
   －   － 
   －  － 

        ％ 
  ６７．８ 
 △ ９．３ 

        ％ 
   ０.７ 
   ０.５ 

        ％ 
  １.５ 
   １.４ 

  （注）①持分法投資損益    １６年３月期        －  百万円  １５年３月期        △ 1 百万円 
        ②期中平均株式数    １６年３月期  36,758,894 株       １５年３月期  36,766,310 株 
        ③会計処理の方法の変更        無 
        ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 （２）配 当 状 況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
       中    間 期    末 

配 当 金 総 額 
（  年 間  ） 配 当 性 向 株 主 資 本 

配  当  率 
 

１６年３月期 
１５年３月期 

  円  銭 
  ０    ０ 
 ０    ０ 

   円  銭 
  ０    ０ 
  ０    ０ 

    円    銭 
  ０    ０ 
  ０    ０ 

         百万円 
          ０ 
        ０ 

             ％ 
       － 
       －   

              ％ 
       － 
       － 

   
 （３）財  政  状  態 
 

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

                百万円 
    ４９，３６９ 
  ５６，７５９ 

                百万円 
        ８５１ 
      ４２０ 

                  ％ 
           １．７ 
           ０．７ 

       円       銭 
    ２３     １７ 
    １１     ４４ 

  （注）①期末発行済株式数   １６年３月期  36,757,643 株    １５年３月期  36,760,328 株 
    ②期末自己株式数   １６年３月期   34,117 株    １５年３月期    31,432 株                                
 
 （４）キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

               百万円 
         １６５ 
         １５５ 

                 百万円 
               １ 
            ０ 

                 百万円 
△       １６８ 
△    １５３ 

               百万円 
           ３５ 
           ３３ 

 
２．１７年３月期の業績予想２．１７年３月期の業績予想２．１７年３月期の業績予想２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月  １日～平成１７年  ３月  ３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中    間 期    末  
 

中 間 期 
通   期 

             百万円 
１２，５００ 
  ２５，５００ 

           百万円 
      １７０ 
      ３５０ 

           百万円 
        ７０ 
      １５０ 

   円    銭 
  ０   ０  
  ―― 

    円    銭 
  ―― 
  ０    ０ 

  円    銭 
   ―― 
  ０   ０ 

  （参考）  １株当たり予想当期純利益（通期） ４ 円 ８ 銭                
   ※ 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照してください
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１．企業集団の状況 

関係会社の状況 

当社の企業集団は、関係会社１社で構成されておりましたが、平成１６年３月当該関係 

       会社の保有出資金を譲渡したため、現在該当する関係会社はありません。 

         なお、当期における当該関係会社との取引において記載すべき事項はありません。 

 

 

２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

経済競争がますます激化する世界市場の中で、当社は電気機器メーカーとして市場ニー 

ズにあった付加価値の高い製品を開発・供給し、また、商社として物資等の安定した取引 

量を確保し、更に新しいグローバルな事業の開拓を企業活動の基本におき、広い視野でビ 

ジネスチャンスをとらえ、経営資源の有効活用による、適正にして最大の利益の計上とそ 

の還元により、社会に貢献してゆくことを経営の基本方針としております。 
 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要課題と考え、業績に対応した配当を実施 

し、更に、企業体質の強化、今後の事業拡大並びに商品開発等の資金需要に備えるべく内 

部留保の充実を基本方針としております。 

当期におきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただくことになりましたが、一日 

も早く業績の回復を図り、株主の皆様のご期待に添えるよう努力をしてゆく所存です。 
 

（３）目標とする経営指標 

当社は、株主価値を重視する観点から、１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）及び株主資本 

当期純利益率（ＲＯＥ）を経営指標としております。 

当社は激変する厳しい経済状況のなかで、継続的な成長と収益の増大を図り、企業価値 

を高めるべく経営計画を実践し、具体的には、ＥＰＳは５円００銭、ＲＯＥは１０％超と 

することを目標にしております。 

 

 

（４）中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

当社は、戦略重視の経営を計画的且つ継続的に行うことにより、堅固な経営基盤を確 

立すべく全力を尽くして取り組んでおります。 

その主な施策及び対処すべき課題の内容は以下のとおりであります。 

１．国内外における販売市場開拓及び販売網整備、新製品開発など主要事業の拡充 

２．アジア地域における新規事業の開発及び育成 

３．債権の早期回収と有利子負債の削減 

４．少数精鋭主義による業務の効率化と成果主義の徹底 

５．人材の育成と確保 

        これらの諸施策は、いずれも継続的に計画どおり実施され、着実に成果を遂げてきて 

おりますが､更に戦略の質を高め企業体質の強化と経営基盤の確立を図ってまいります。 
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   （５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    ① 基本的な考え方 

当社の経営管理組織は、透明性が高く公正かつ迅速であり、コンプライアンス遵守の経
営を徹底することを目標に進めております。更に、経営の健全性の向上を図り株主価値
を高めることを重要な課題として、経営管理組織の強化・整備を進めつつコーポレート・
ガバナンスの充実及びコンプライアンス遵守の徹底を図っていきたいと考えております。 

     ② 施策の実施状況 
・・・・取締役会は、取締役４名（現在社外取締役の選任はなし）で構成されており、月１回
の定例取締役会のほか、必要に応じて適時臨時取締役会を開催しております。意思決
定の最高機関として、幅広い情報の収集と、迅速で的確な決定を行うとともに、業務
執行の監督機関として運営されております。 
・・・・当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役２名と非常勤監査役１名計３名の監査
役（うち社外監査役２名）が、取締役の業務執行状況並びに業務の適法性を監査して
おります。 
・・・・業務執行につきましては、適時開催される役員と執行部門長で構成されている経営会
議において重要案件が審議され、情報の共有化、執行の効率化、更に部門間の牽制を
図っております。 
・・・・第三者の関与状況として、会計監査人には適時に会計情報並びに資料を提供し、公正
な立場から会計監査が実施されるよう環境整備を心がけております。更に、顧問弁護
士及び顧問税理士には、企業活動に対しての法律上の判断に関する事項について適正
な指導を受けております。 

 
 
  （６）関連当事者との関係に関する基本方針 
           主要株主である株式会社クラウンユナイテッドは、当社の議決権を１０％保有しており、 

当社の代表取締役会長兼社長が同社の代表取締役社長を兼任しておりますが、現在同社 
との資金支援並びに取引等はなく、今後も基本的には発生する予定はありません。 
（詳しくは14頁を参照ください。） 

 
 
  （７）その他会社の経営上重要な事項 
      記載すべき事項はありません。 
 
 

３．経営成績及び財政状態 
  （１）経 営 成 績 

当期の概況 

当期におけるわが国経済は、緩やかながら景気回復の足取りをつかみ、雇用環境の改善、

個人消費の持ち直しなど、景況感は好転しているものの、長引くデフレを脱却するまでに

はまだ時間を要すると思われる不安定な経済環境で推移いたしました。アジア経済並びに

米国経済におきましては、経済の力強い成長や、企業収益の拡大などに支えられ雇用状況

も順調に回復を示している一方、欧州経済の回復は長い消費低迷から先行き不透明な状況

で推移いたしました。 

このような状況のなかで、当社は、アジア地域における長期プロジェクトを進め、更に、

新しい市場を求めて積極的な販売活動をすると共に、代理店との連携販売ネットワークの
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強化を行いました。テレビの市場は、今や液晶やプラズマといった薄型テレビの販売が本

格化してきており、従来型テレビが伸び悩むなか、当社は、高品質ながら手頃な価格帯の

製品を提供し販売に総力をかけましたが、当期前半の好調な勢いを継続することができず、

テレビの売上高は前年同期に比べ９．８％も減少する結果となりました。一方、ＤＶＤプ

レーヤー・音響製品・資材・家庭用品等は、いずれも緩やかながら着実に売上を伸ばし、

なかでも、家庭用品等においてはアジア・ヨーロッパ地域での新しい市場で大量の需要が

あり、売上を前年同期に比べて１３３．９％も大幅に増販させることができ、その結果、

当期の売上高は、２４６億８千６百万円（前年同期比 ５.１％増）と総合的には、目標を

達成することができました。 

利益面につきましては、売上は増加したものの、仕入コストが掛かったために売上総 

利益が前年同期に比べ０．６％減少するなど厳しい販売状況ではありましたが、継続的 

な業務の効率化・経費の節減を図ったことにより、当期においても販売費及び一般管理 

費のコストを削減し､その結果営業利益は５億１千７百万円(前年同期比７.５％増)とな 

りました。しかしながら、有利子負債の削減による支払利息の減少があったにもかかわ 

らず、受取利息の減少や為替差損の計上により､経常利益は３億６千２百万円(前年同期 

比１３．８％増）に止まり、更に借入金利息の債務免除益を２１億５千万円計上したも 

のの、貸倒引当金の積み増しにより、当期純利益４億３千１百万円を計上するに至りま 

した。 

 

<部門別売上高の概要> 

    電 気 機 器 部 門 

当部門におきましては、市場での個人消費の回復は鈍く、更に､商品力のある新製品 

が次々と現れるなかで想像以上に苦戦を強いられました。当社は販売強化を主要製品で 

あるカラーテレビだけなく、ＤＶＤプレーヤーやラジオカセットレコーダーについても 

主要な製品に育てるべく新しい販売ルートの開拓に力を入れ、更に代理店や顧客の要望 

を重視したサービスを中心とした販売活動を展開してまいりました。 

しかしながら、カラーテレビの売上は当初順調に伸びていたものの、期後半に伸び止 

まりとなり、売上高は１５２億３百万円（前年同期比 ９.８％減）に終わりました。 

一方、ＤＶＤプレーヤーの売上高は３３億９千８百万円（前年同期比９.２％増)とな 

り、ラジオカセットレコ―ダーの売上高は９億３千１百万円(前年同期比２４．８％増) 

と、それぞれヨーロッパ地域での新しい市場を中心に売上を伸ばすことができましたが、 

カラーテレビ部門の減少が原因して、当部門の売上高は１９５億３千３百万円（前年同 

期比５.７％減）となりました。 

物 資 等 部 門 

 当部門におきましては、急成長商品となった家庭用品等を重点としてお客様の要望 

に即した商品構成を図り販売活動を展開してまいりました。家庭用品等はアジア地域 

での需要が大きく伸長し、売上高３８億１千８百万円(前年同期比１３３．９％増)を 

計上することができ大きく増収に貢献いたしました。 

資材においてもアジア地域で新規取引先を獲得し、年々確実に取扱量を増やし当期 

は売上高１３億３千４百万円（前年同期比１８．５％増）を達成いたしました。 

結果当部門の売上高は５１億５千２百万円(前年同期比８６.８％増)となりました。 
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次期の見通し 

次期の見通しといたしましては、日本をはじめ世界経済は、緩やかながら回復基調を 

辿るものと推測されますが、依然として個人消費の低迷は続くものと思われます。 

電気機器の業界においては、新製品開発や価格競争等がますます激化し、一段と厳しい 

経営環境になると思われますが、当社は、更に安定した売上、収益の確保に努めてまい 

ります。 

現時点における次期の年間業績見通しは以下のとおりであります。 

  売  上  高  ２５,５００百万円 （前期比   ３.３％増） 

  経 常 利 益     ３５０百万円 （前期比   ３.５％減） 

当 期 純 利 益     １５０百万円 （前期比 ６５.２％減） 

[業績見通しに関して] 

業績見通しに関しましては、現時点に於いて入手可能な情報と合理的であると判断 

する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因により、見通しと大きく異 

なる場合があります。その主な要因としましては、当社の主要市場での経済状況およ 

び、消費者の動向による販売状況の変動、米ドルやユーロなどの対円為替相場の変動、 

並びに当社の経営環境および製品の改廃に伴う、営業政策の変化などであります。 

 

 

 （２）財 政 状 態 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は､３千５百万円(前 

年同期比３.４％増）となり、前期末より１百万円増加いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、１億６千５百万円増加いたしましたが、その主な要因と 

して、有利子負債の減少および営業経費の削減などがあげられますが、更に非資金 

項目の貸倒引当金や為替差損の計上など加算項目が反映されたために増加したもの 

です。 

 

   (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

     投資活動による資金は、貸付金の回収により僅かに増加いたしましたが、殆ど資 

金の動きはありませんでした。 

現在、債権の回収に力を注ぐ一方、投資活動による資金の流出については、財政 

状態を踏まえて一層の慎重な判断と対応をしております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は、１億６千８百万円の減少となりました。その主な資金の 

流出は借入金返済によるものですが、非資金項目の為替差益の計上による減算項目 

として１億２千９百万円発生したため減少したものです。 



 6 
 

                              比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円）       

科     目 当          期 
(平成１６年３月３１日現在) 

前          期 
(平成１５年３月３１日現在) 

増          減 

  

    (資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金  

売 掛 金  

未 収 入 金  

未 収 収 益  

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金  

 

固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

工具器具備品他  

 無 形 固 定 資 産  

  電 話 加 入 権 他  

 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券  

    長 期 貸 付 金  

  固 定 化 債 権  

  投 資 不 動 産  

そ の 他 の 投 資  

  貸 倒 引 当 金  

 

 

           ５，４７２ 

  ３５  

      ２，９０２  

             ２６  

        ２，５０３  

                ４  

                  －  

   

        ４３，８９７  

                  ０  

                  ０  

                  ０  

                  ０  

        ４３，８９６  

                －  

        １５，１３３  

        ４４，６４２  

                ９２  

１３  

    △   １５，９８６  

 

 

           ３，８１５ 

  ３３  

      １，５４２  

            ０  

        ２，２３８  

                ４  

  △            ５  

 

        ５２，９４４  

                  ０  

                  ０  

                  ０  

                  ０  

        ５２，９４３  

                ２７  

        １７，１３５  

        ４９，５５４  

                ９３  

１３  

    △   １３，８８１  

 

 

      １,６５７  

            １  

         １,３５９  

            ２６  

              ２６５  

                ０  

   △             ５  

 

   △      ９,０４６  

   △              ０  

   △              ０  

△              ０  

   △            ０ 

  △      ９,０４６  

 △           ２７  

  △     ２,００１  

  △      ４,９１２  

 △              １  

 △       ０ 

         ２,１０５  

資 産 合 計 ４９，３６９  ５６，７５９  △     ７,３８９  
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                                                                                            （単位：百万円） 

科      目 
当          期 

(平成１６年３月３１日現在) 

前          期 
(平成１５年３月３１日現在) 

増          減 

  

    (負 債 の 部) 

流 動 負 債 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 一年以内返済予定の 
長期借入金 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 その他の流動負債 

 

固 定 負 債 

 退 職 給 付 引 当 金 

  

 

 

     ４８，５０３  

          ２，０２３  

      ２１，３９４  

 
       １４，２８３  

             １０２  

       １０，７００  

     ０   

               

                １４  

                 １４ 

     

 

 

     ５６，３２４  

          １２８  

      ２６，０８６  

 
       １７，２９３  

             １０３  

       １２，７１３  

                 ０  

                   

                １３  

                 １３ 

     

 

 

 △   ７，８２１  

        １、８９４  

 △    ４，６９１  

 
 △    ３，０１０  

△         ０  

 △    ２，０１２  

△          ０  

              

              ０  

         ０  

 

負  債  合  計          ４８，５１８            ５６，３３８   △   ７，８２０  

 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金  

当 期 未 処 理 損 失   

                     

自 己 株 式 

 

 

         ３，１３５  

         ４，４１７  

         ４，４１７  

   △    ６，６９７  

         ２４４  

         ６，９４２  

     

△       ３  

 

 

         ３，１３５  

         ４，４１７  

         ４，４１７  

      △    ７，１２９  

           ２４４  

      ７，３７３   

  

△        ２ 

 

 

                  －  

                  －  

                  －  

               ４３１  

                －  

               ４３１  

 

       ０  

資 本 合 計         ８５１          ４２０            ４３１  

負 債 ・ 資 本 合 計       ４９，３６９        ５６，７５９     △   ７，３８９  
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                                            比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書     

                                                                                    （単位：百万円） 

比   較     増   減 
 

科      目 
当         期 

平成１５年４月１日から 

平成１６年３月31日まで 

前        期 
平成１４年４月１日から 

平成１５年３月31日まで 金    額 増  減  率 

    

（経常損益の部） 

営 業 損 益 の 部 

  営 業 収 益 

   売 上 高 

  営 業 費 用 

   売 上 原 価 

   販売費及び一般管理費 

 

 

 

   (  ２４，６８６) 

      ２４，６８６ 

   (  ２４，１６９) 

      ２４，０３４ 

            １３５ 

 

 

 

   (  ２３，４８１) 

      ２３，４８１ 

   (  ２３，０００) 

      ２２，８２４ 

            １７６ 

 

 

 

 (   １，２０５) 

     １，２０５ 

 (   １，１６９) 

     １，２０９ 

  △      ４０ 

              ％ 

 

 

 (       ５．１) 

         ５．１ 

 (     ５．１) 

         ５．３ 

  △   ２２．９ 

営 業 利 益       ５１７        ４８１       ３６    ７．５  

 

営 業 外 損 益 の 部 

  営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金 

   為 替 差 益 

   その他の営業外収益 

  営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   為 替 差 損 

 その他の営業外費用 

 

 

    （    ５０８） 

            ４７５ 

              － 

             ３３ 

    （    ６６２） 

          ５８７ 

              ７０  

       ４   

 

 

    （    ５３４） 

            ５１８ 

              ７ 

              ８ 

    （    ６９７） 

          ６９５ 

               － 

        １    

 

  

 (△    ２６) 

  △      ４３ 

  △       ７ 

         ２４ 

 (△      ３４) 

  △     １０７ 

          ７０ 

    ２  

 

 

 (△    ５．０) 

  △    ８．４ 

△ １００．０ 

    ２９２．８ 

（△    ５．０） 

△   １５．５   

 －   

１４０ ．８   

経 常 利 益      ３６２   ３１８    ４３      １３．８  

 
   （特別損益の部） 
   特 別 利 益 
   特 別 損 失 

 
 
        ２，１６９ 
    ２，１００ 

 
 
               － 
            ３５８ 

 
 
   ２，１６９ 
    １，７４１ 

 
 
          － 
     ４８５．７ 

税引前当期純利益   ４３２      △         ３９            ４７２       － 

法人税、住民税      
及び事業税  

             １                １              －       －  

当 期 純 利 益             ４３１     △        ４０        ４７２               － 

   前 期 繰 越 損 失       ７，３７３         ７，３３３             ４０           ０．６  

   当 期 未 処 理 損 失       ６，９４２         ７，３７３     △    ４３１    △     ５．８  

 

 



 9 
 

                                                         キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書 
                                                                   （単位：百万円）    

当     期 

 自 平成１５年 ４ 月 １ 日  

 至 平成１６年 ３ 月３１日  

前     期 

 自 平成１４年 ４ 月 １ 日  

 至 平成１５年 ３ 月３１日  

                   期 別 

 

 

    科 目 
金           額 金           額 

 
 
                  ４３２ 
                      １ 
              ２，１００ 
                    ０ 
     △           ４７５ 
                ５８７ 
                 １９７ 
     △       ２，３８１ 

１， ９７３ 
     △       ２，１５０ 
     △          １１７ 

 
 
     △            ３９ 
                     １ 
                 ６０７ 
                   ０ 
     △          ５１８ 
               ６９５ 
                 １０７ 
     △     ５５３ 
              １３６ 
           － 
     △          ２７５ 

                   
１６８ 
 

                      ０ 
     △               ２ 
     △               １ 

              
                 １６０ 
 
                     ０ 
     △              ４ 
     △              １ 

 
                  １６５ 
 
 
                     － 
                      － 
                      － 
                      － 
                      － 
                     １  

 
                 １５５ 
 
 
                    － 
                     － 
                     － 
                     － 
                     － 
                    ０  

 
                     １ 
 
 
                      －    
   △         ２６    
                      － 
      △            １２ 
                      － 
      △              ０ 
                      － 
      △          １２９ 

 
                    ０ 
 
 
                     － 
     △            ２５ 
                     － 
     △            １２ 
                     － 
     △              ０ 
                     － 
    △     １１５ 

 
      △          １６８ 
 
 
                    ２ 

 
     △         １５３ 
 
 
                   ０ 

 
 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
   税引前当期純利益（△損失） 
   減価償却費 
   貸倒引当金の増減額（△減少） 
      退職給付引当金の増減額（△減少） 
   受取利息及び受取配当金 
   支払利息 
   為替差損益（△差益） 
   売上債権の増減額（△増加） 
   仕入債務の増減額（△減少） 
   債務免除益 
   その他の支払額 
 
          小  計 
 
   利息及び配当金の受取額 
   利息の支払額 
   法人税等の支払額 
 
     営業活動によるキャッシュ・フロー 
 
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
     有形固定資産の取得による支出 
   有形固定資産の売却による収入 
      投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 
   貸付けによる支出 
   貸付金の回収による収入 
 
     投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
      短期借入れによる収入 
   短期借入金の返済による支出 
      長期借入れによる収入 
   長期借入金の返済による支出 
   株式の発行による収入 
   自己株式の取得による支出 
   配当金の支払額 
   為替差損益（△差益） 
 
     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
 
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 
 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） 
 
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

 
                     １ 
 
                    ３３ 

 
                    ３ 
 
                   ３０ 

 
 Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 

 
                    ３５ 

 
                   ３３ 
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                                                             損 失 処 理 案損 失 処 理 案損 失 処 理 案損 失 処 理 案     
                                                                                        （単位：百万円） 

当             期 
（平成１５年４月～平成１６年３月） 

前               期 
（平成１４年４月～平成１５年３月） 

科      目 金     額 科      目 金     額 

 

 

当 期 未 処 理 損 失 

 

 

 

       ６，９４２  

 

 

当 期 未 処 理 損 失 

 

 

 

       ７，３７３  

 

 

合      計 

 

 

 

       ６，９４２  

 

 

合      計 

 

 

 

       ７，３７３  

 

 

次 期 繰 越 損 失 

 

 

 

６，９４２  
 

 

 

次 期 繰 越 損 失 

 

 
 

７，３７３  
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  [ [ [ [ 重重重重    要要要要    なななな    会会会会    計計計計    方方方方    針針針針 ] ] ] ]        
 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
                                商 品・・・・・                     移動平均法による原価法 
                                製 品・・・・・最終製造原価による原価法 
 

２．固定資産の減価償却方法 
                                有 形 固 定 資 産・・・・・定率法によっております。 
              無 形 固 定 資 産・・・・・ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用 
                      可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
              長 期 前 払 費 用・・・・・定額法によっております。 
 
        ３．引当金の計上基準 
                                貸 倒 引 当 金・・・・・期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特 

定の債権については、回収可能性を個別に検討した必要額を計 
上する方法によっております。 

 
                                退 職 給 付 引 当 金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給 
                                          付債務の見込額に基づき、当会計期間末において発生している 
                                          と認められる額を計上しております。 
 
        ４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 
              外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 
              て処理しております。 
 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
       キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し 

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない 
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

 
６．消費税等の会計処理方法 

 
              消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
 
 
 
    ［貸借対照表及び損益計算書の注記事項］ 
                         当     期         前     期 
    １．                  減 価 償 却 累 計 額 
                               有 形 固 定 資 産              ６ 百万円             ６  百万円 
                               投 資 不 動 産           ３８ 百万円           ３７  百万円 
 
    ２．                  受 取 手 形 割 引 高                       －  百万円                      －  百万円 
 
    ３．                  保 証 債 務                ４,２１２  百万円                ４,６５６ 百万円 
 
    ４．                  自 己 株 式       (34,117 株)   ３  百万円         (31,432 株)   ２ 百万円 
 
    ５．担保に供している資産 
                        投 資 不 動 産                   ９２  百万円                     ９３ 百万円 
 
        ６．                  減 価 償 却 実 施 額  
                                 有 形 固 定 資 産                  ０  百万円            ０ 百万円 
                                 投 資 不 動 産           １  百万円            １ 百万円 
 

７．特別利益の主な内訳 
                債 務 免 除 益     ２,１５０  百万円                     － 百万円 
 
    ８．                  特別損失の主な内訳 
                                 貸倒引当金繰入額     ２,１００  百万円                   ３５８ 百万円 
 
     ９．資本の欠損金の額          ６,９４５  百万円                ７,３７６ 百万円 
 
        記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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                販 売 実 績 
 
      （１）部門別売上高 
                                                                                       （単位：百万円） 

当           期 
(平成１５年４月～平成１６年３月) 

前           期 
(平成１４年４月～平成１５年３月) 

 
 

区     分 

金      額 構成比 金      額 構成比 

 
 

増  減   率 

 
電 気 機 器 

 
 

物 資 等 

 
 
     １９，５３３ 
 
 
       ５，１５２ 

 
        ％ 
  ７９．１ 
 
 
  ２０．９ 

 
 
   ２０，７２２ 
 
 
    ２，７５８ 

 
        ％ 
 ８８．３ 
 
 
  １１．７  

 
            ％ 
 △  ５．７ 
 
 
   ８６．８ 

合     計 
 
     ２４，６８６ 

 
１００．０ 

 
     ２３，４８１ 

 
１００．０ 

 
      ５．１ 

 
 
                        （２）海外・国内別売上高 
                                                                                      （単位：百万円） 

当              期 
(平成１５年４月～平成１６年３月) 

前               期 
(平成１４年４月～平成１５年３月) 

 
 

区      分 

金       額 構成比 金      額 構成比 

 
 

増  減   率 

 
海 外 取 引 高 

 
 

国 内 取 引 高 

 
 
     ２４，６８６ 
 
 
             － 

        ％ 
 
 １００．０ 
 
 
      － 

 
 
   ２３，４８１ 
 
 
       － 

    ％ 
 
 １００．０ 
 
 
      － 

      ％ 
 
      ５．１ 
 
 
     － 

合     計 
 
     ２４，６８６ 

 
１００. ０  

 
   ２３，４８１ 

 
１００．０ 

 
      ５．１ 

 
     （注）海外取引高における地域別取引高および割合は下記のとおりです。 

当     期 前     期 
地 域 別 

取引高(百万円) 割  合(%) 取引高(百万円) 割  合(%) 

ア ジ ア  11,915 48.3   10,275 43.8  

ヨーロッパ 8,831 35.8  9,340 39.8  

中 南 米 3,939 15.9  3,865 16.4  
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 ① リース取引関係 

        

当             期 

(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

前               期 

(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 
 
 

② 有価証券関係 

当             期 

(平成１６年３月３１日現在) 

前               期 

（平成１５年３月３１日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のある 
ものは有しておりません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のある 
ものは有しておりません。 

 
 
 
 

③ デリバティブ取引関係 
 

当             期 

(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

前               期 

(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 
 
 

④ 持分法投資損益等 

（単位：百万円）       

当              期 

(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

前               期 

(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

関連会社に対する投資金額         － 
 
持分法を適用した場合の投資の金額     － 
 
持分法を適用した場合の投資利益の金額   － 

関連会社に対する投資金額        ２７ 
 
持分法を適用した場合の投資の金額    ２６ 
 
持分法を適用した場合の投資利益の金額 △ １  
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⑤ 関連当事者との取引 
 
         （１）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 
属 性 会社等の名称 住 所 

資本金 
又は 
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
(被所有) 割合 役員の 

兼任等 
事業上
の関係 

取引の内容 取引 
金額 科目 期末 

残高 

 
法人主要
株  主 

 
㈱クラウン 
ユナイテッド 

 
東京都 
大田区 

 百万円 
 
１０ 

 

 
家電装置の
製造販売 

 
直接 間接 
10%    - 

 

 
兼任 
３人 

 

－  －  －  －  －  －  

      （注） 現在同社との取引はありません。 
            

（２）役員及び個人主要株主等 

属  性 氏   名 職   業 議決権等の所有
（被所有）割合 取引の内容 取引 

金額 科目 期末 
残高 

役員及び 
その近親者 

 
宮 越 邦 正 
（当社代表取締役 
会長兼社長） 

 
㈱クラウンユナイテッド

代表取締役社長 

 
直接  間接 
-    10%  

 
－ － － － 

 
（３）子 会 社 等 
     該当事項はありません。 
 
（４）兄 弟 会 社 等 
     該当事項はありません。 

 
    
    

⑥ 税効果会計関係 
 

当期においては、適用するに至りませんでした。 
 
 

⑦ 退職給付関係 
 

当              期 

(平成１６年３月３１日現在) 

前               期 

(平成１５年３月３１日現在) 

１．採用している退職給付制度の概要 
   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度 

を設けております。 
 

２．退職給付債務に関する事項（平成16年3月31日現在） 

イ．退職給付債務       △１４百万円 
     退職給付引当金      △１４百万円 

１．採用している退職給付制度の概要 
   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度 

を設けております。 
 

２．退職給付債務に関する事項（平成15年3月31日現在） 

イ．退職給付債務       △１３百万円 
 退職給付引当金      △１３百万円 

 
(注)  当社は、従業員が少なく退職給付の重要性が乏しいため簡便法によっており,期末自己都合要支給額の全額を退職 

給付債務として計上しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 

役 員 の 異 動 
 
  該当事項はありません。 


